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事前評価審議対象事業一覧表（３事業） 

事業名 
（所在地） 

上位計画・ 
優先度  

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 完成予定年 

事業を巡る 
社会経済情勢 

事業効果の定性的分析 

自然環境

等への影

響と対策

(公園) 
服部緑地整備事業 
（豊中市、吹田市） 

Ｂ／Ｃ＝４．２１ 

総便益Ｂ＝約2,231.8億円 

総費用Ｃ＝約  529.8億円 

※都市計画決定区域で算出 

【上位計画等の位置付け】
・大阪府公園基本
構想 
・大阪府広域緑地
計画 
・大阪府地域防災
計画 
・大阪府都市基盤
整備中期計画
(案) 
・豊中市地域防災
計画 
・吹田市地域防災
計画 

【優先度】 
○周辺地域の急速
な大規模マンショ
ンなどの宅地開発
に伴い、未整備地
の貴重な竹林等の
自然環境を保全・
活用、地域環境や
景観の保全を図る
ために、早急な事
業着手が必要とな
っている。 
 

【目的】 
 服部緑地は、昭和16年に
久宝寺、大泉、鶴見の各緑
地とともに大阪都市計画緑
地として計画決定された大
阪四大緑地の一つである。
大阪府公園基本構想におい
ては「健康と生きがいを支
える公園」として位置づけ、
豊中市と吹田市にまたが
り、千里丘陵の西端に位置
する北大阪地域のレクリエ
ーションの拠点となってい
る。 
 当緑地は、天然の竹薮、
松林と大小 10 数個の池に
よって代表される自然環境
豊かな公園であり、未整備
地も竹林とその景観を保全
するために都市計画法 55
条の指定地とした。しかし
近年周辺地域の急速な開発
が進む中、未整備地の整備
の必要性が高まったことか
ら、今回事業着手し公園整
備を進めて、既存竹林を保
全し、千里丘陵へとつなぐ
ネットワークの形成を図る
ことにより、地域の環境・
景観の保全やレクリエーシ
ョン機能の充実、自然環境
との共生フィールドの醸
成、さらには防災公園とし
ての機能充実を行うもので
ある。 
 
【内容】 
・都市計画決定面積142.0ha 
開設面積 126.3ha 

(H17.3末) 
新規事業認可予定面積 

11.0ha 
・主な施設 
散策園路、草地の広場、竹
の散策見本園、自然観察ゾ
ーン（円形花壇、こどもの
国、ちかくの森、陸上競技
場、プール、野球場、乗馬
センター、テニスコート、
都市緑化植物園、民家集落
博物館、野外音楽堂、レス
トラン、ユースホステル）
※太字は未整備地内の計画
施設 
 
【事業費】 
全体事業費 
 都市計画区域全体 

約236.0億円 
（用地費 約102.5億円） 
（工事費 約133.5億円） 
 
うち新規事業認可予定区域 

  約 88億円 
（用地費 約 77億円） 
（工事費 約 11億円） 

 
[完成予定年] 
平成30年度（事
業認可予定区
域） 

○都市環境の保全 
・20 世紀に産業発展が生み出した公害と、開発行
為により急激に進んだ自然の減少は、都市に住む
人々の健康への被害や有機化学物質による環境
汚染、生態系への影響、地球温暖化など、自然環
境や生活環境はもちろん地球規模での環境への
影響にも深刻な問題をもたらしている。一刻も早
く適切な対策を講じ、環境優先の視点に立って、
環境への負荷を一層低減させ、環境保全を図るこ
とが必要となっている。 
・新・生物多様性国家戦略（H14.3見直し）の決定
や、自然再生推進法（H15.１）、景観・緑三法
（H16.12）などの新しい法律が施行されるなど、
地域における自然環境の保全・復元や美しい景
観、豊かな緑の形成の促進に係る方針や法の整備
が進められている。 
○竹林の保全 
千里丘陵の竹林は、この地域の原風景ともいえる
貴重な自然であり、1982年に朝日新聞社と森林文
化協会が全国から公募して選定した「日本の自然
100選」に、平成元年には府民が投票・選定した「大
阪みどりの百選」にも選ばれるなど、この地域を代
表する景観となっている。しかし、この竹林も開発
の波に飲み込まれて年々失われる状況にあること
から、竹林の保全・活用を行い、美しい貴重な竹林
景観を後世に伝えて行くことが必要となっている。
○緑のネットワーク 
北大阪地域は、周辺の北摂山系、淀川、猪名川と、
市街地の中央を貫く中央環状緑地群を緑の骨格と
して、大規模公園等の緑の拠点やその他の大小さま
ざまな緑を有機的に結び、連続性を確保している。
その中でも服部緑地から千里緑地、北摂山系へと続
くネットワークは、淀川緑地軸と北摂山系を結ぶ南
北の緑のネットワークであり、大阪府の都市軸であ
り、景観形成地域として指定されている新御堂筋と
も平行しているなど、広域的に重要な緑のネットワ
ークとして位置づけられる。こういった現存する貴
重な緑地は、府市連携して守り、つなげて、ネット
ワークを充実し、持続していくことが重要である。
当未整備地は服部緑地と千里緑地を結ぶ重
要な結節点となっている。 
○防災機能の付加（避難路、遮断緑地） 
 阪神淡路大震災、東南海・南海地震の発生
予測などから、西日本においても住民の防災
意識は高まり、防災施設の整備が求められて
いる。 
[地元等の協力体制] 
服部緑地やその中にある都市緑化植物園に
おいて、定期的に活動しているボランティア
団体は現在８団体あり、それぞれが服部緑地
の特性を活かして独自の活動を行っている。
主な団体と活動内容を下記に示す。 
・竹レンジャー 
都市緑化植物園で始まったボランティア団
体で、竹林の管理や竹炭づくり、竹を使っ
たクラフトなど、府民参加のもと月 2～3
回様々な活動を行っている。 
・服部緑地自然を育てる会 
 服部緑地の生き物とのふれあいをテーマ
としたワークショップの参加者により設立
された団体で、公園の整備や管理手法に関
する提案や、府民参加のもと湿地の再生、
水環境の回復、昆虫の集まる草地管理など、
月2回の様々な活動を行なっている。 

 

【安全・安心】 
・自然環境の保全・創出は、
地球温暖化の防止、ﾋｰﾄｱｲﾗﾝ
ﾄﾞ現象や微気象の緩和、大
気浄化など、都市生活者に
とって重要な生活環境の保
全・改善を促進する。 
・地域の人々にうるおいや安
らぎ、憩いや癒しの場を提
供できる。 
・非常時には、火災の延焼を
防止するｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾙﾄや避難
広場へつながる避難路とな
るなど、府民を災害から守
り、被害の拡大を防ぐ。 
【活力】 
・竹林を活かした緑豊かな空

間に草地の広場や休憩所、

散策園路等を整備し、ｽﾎﾟｰﾂ

や散策、休憩や自然環境学

習などに利用できる場を提

供することで、人々のｽﾄﾚｽ

を解消し、心身の健康と活

力を増進する。 

・樹林地を整備することで、

自然観察や環境学習、維持

管理などにおけるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

活動のﾌｨｰﾙﾄﾞを提供し、地

域活動や府民協働のさらな

る拡大や活性化が期待でき

る。 
【快適性】 
・この地域の昔なつかしい竹
林空間を守り、生物多様性
に資する良好な樹林地とし
て整備することにより、美
しい竹林景観や生き物、植
物などの自然とふれあい、
楽しむなど快適な空間を提
供し、心身のﾘﾌﾚｯｼｭが図ら
れる。 
・南北に細長い丘陵地という
地形を活かし、周辺地域の
緑の核になると共に、新御
堂筋からの連続性や眺望な
ど、快適な都市景観を形成
する。 
・施設や空間の設計にﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ
ﾃﾞｻﾞｲﾝを導入することによ
り、高齢者や障害者などす
べての人々が快適に利用で
きる。 
【ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ機能】 
・主に竹林からなる樹林地を
ﾍﾞｰｽとする散策やｳｫｰｷﾝｸﾞ、
休養、自然観賞や環境学習
など自然とふれあえる静的
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの場を提供する。 

 

当 地 区
は、現在十
分な管理が
されていな
いため、密
生し、林内
への日差し
がさえぎら
れ、良好な
竹林景観と
はなってお
らず、また
下草がない
ため表土が
流され、枯
れ木も残さ
れたままの
状態となっ
ている。そ
こで、 
 
・千里丘陵
を代表する
風景である
竹林を保全
することに
より、その
美しい竹林
景観を後世
に残し伝え
る。 
 
・現況の竹
やその他常
緑広葉樹林
等により構
成された樹
林地を保
全・活用す
ることによ
って、林床
環境の改善
を行い、生
物多様性に
資する良好
な樹林を形
成し、生き
物にとって
も棲みやす
い自然環境
とし、人と
生き物・植
物とのふれ
あいの場を
確保、復元
する。 

上 期 分 
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   （１／３） 

代替案との比較検討 
委員会における主な審議内容 評価 

・当対象地は、大部分を

占める竹林を保全する

ため、都市計画法55 条

地の指定を行った地区

であり、加えて南北に長

い土地形状、丘陵地とな

った地形等の条件によ

り、施設計画が限定され

ることから、代表的な整

備計画 1 案の作成とし

た。 

・整備計画は、府で策定

した「生き物とふれあえ

る服部緑地基本計画」

（H15）に基づき、生き

物や植物など自然の視

点に立って、策定を行な

った。 

 

（上位計画等における服部緑地の位置づけ） 

 ・服部緑地は、大阪府公園基本構想においては、あらゆる人々が心の豊かさと健康を増進し、生

涯にわたって芸術文化、スポーツを楽しめるように、多様な機能を備える、「健康と生きがいを

支える公園」と位置づけられ、北摂地域のみどりの拠点となっていることを確認した。 

 ・また、大阪府防災計画における広域避難地及び後方支援活動拠点に指定されていることを確認

した。 

 

（事業の必要性及び優先性について） 

 ・本事業は服部緑地の未開設区域１１．０ｈａについて新たに事業認可を取得して事業着手を図

るものであり、事業地周辺において急速な宅地化が進むなか、竹林の適正管理を図ることによ

って景観や環境を保全・活用し、千里丘陵につながる緑のネットワークの形成を図るとともに、

災害時の地域の防災拠点（広域避難地・後方支援活動拠点）としての機能の充実を図るもので

あることを確認した。 

 

（整備手法・内容について） 

・整備にあたっては、「竹の散策見本園」、「草地の広場」など、現況の竹林等を保全・活用する整

備内容とし、既開設区域、周辺地域とのアクセス等を考慮しながら、段階的に供用を図る予定

であることを確認した。 

 ・今後、ワークショップなどを開催し、府民の意見も取り入れながら、施設内容や配置計画など

を策定していく予定であることを確認した。 

 

（維持管理について） 

・本事業地の整備後の維持管理費については、既開設区域の実績値（２９９円／㎡・年）をもと

に新規事業認可区域を対象に算出していることを確認した。 

・既開設区域の維持管理業務については、民間事業者等が地方公共団体の指定を受けて施設の管

理を行う「指定管理者制度」を平成１８年度から導入する予定である。今後、指定管理者制度

のメリットを最大限活用し、管理運営コストの削減や多面的なサービスの提供を進めていくこ

とを確認した。 

・事業地の維持管理業務については、整備中は府が行い、公園開設の告示後に指定管理者に引継

ぐ予定であることを確認した。 

 

（府民活動との連携について） 

・既設の園内では現在、ボランティア団体が竹林の維持管理を行っており、また、管理手法等の

あり方について府民と行政が連携して検討を進めるなど、様々な活動が展開されているところ

である。本事業についても公園の整備内容の検討等について、これらの団体をはじめ府民と協

働しながら進めていく予定であることを確認した。 

 

（事業効果について） 

・公園事業の費用便益比（Ｂ／Ｃ）については、国土交通省によるマニュアルに基づき、都市計

画決定区域で算出しており、既開設区域を含む公園全体としてみた場合、事業効果は一定得ら

れる見込であることを確認した。 

・なお、本事業区域における間接利用価値（環境・防災）の便益を面積ベースで試算したところ、

約 117.7億円程度の便益が見込まれることを確認した。 

 

事業実施 

 

（別表１）
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事前評価審議対象事業一覧表（３事業） 

事業名 
（所在地） 

上位計画・ 
優先度  

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 完成予定年 

事業を巡る 
社会経済情勢 

事業効果の定性的分析  

自然環境

等への影

響と対策

(公園) 
せんなん里海公園
整備事業 
（阪南市、岬町） 

Ｂ／Ｃ＝４．３７ 

総便益Ｂ＝約665.8億円 

総費用Ｃ＝約152.5億円 

※都市計画決定区域で算出 

【上位計画等の位置付け】
・大阪府公園基本
構想 
・大阪府広域緑地
計画 
・大阪府都市基盤
整備中期計画
(案) 
 

【優先度】 
○平成18年度に
は現事業認可区
域の整備が概成
することに伴い、
引き続き次期整
備計画区域の事
業認可（H18～
H22）を取得し、
残りの区域の整
備を進める。 
       
 

【目的】 
せんなん里海公園は、阪
南市・岬町にまたがる淡
輪・箱作海岸と、その後背
地を含んだ、泉州地域を代
表する「海と人との新しい
ふれあいの場」として、ま
た海と人とが慣れ親しむこ
とができる「里海」として、
ビーチバレー競技場や、海
辺の生き物、海浜植物など
が観察できる人工磯浜など
の整備を行い、すでに他事
業で設置されているヨット
ハーバー・府立青少年海洋
センターなどのマリンスポ
ーツ施設と一体となること
で、「海洋性レクリエーショ
ンの拠点」となる公園を目
指すものである。 
今回の事業区域では、里
海を象徴する親水空間であ
る人工磯浜、施設の利用や
管理運営の拠点施設等を整
備することにより、海の自
然が理解できる、魅力ある
海辺空間の創造を図るもの
である。 
 
【[内容] 
・都市計画決定面積61.8ha 
開設面積    29.2ha 

 (H17.3末現在) 
新規事業認可予定面積 

9.5ha 
・主な施設 
人工磯浜、里と海の交流館 
（児童遊戯場、海岸プロム
ナード、多目的広場、ビー
チバレー競技場、ヨットハ
ーバー、府立青少年海洋セ
ンター） ※太字は未整備
地内の計画施設 
 
【事業費】 
全体事業費 
 都市計画区域全体 

 約89.4億円 
（用地費 約16.3億円） 
（建設費 約73.1億円） 

 
うち新規事業認可予定区域 

 約11.4億円 
（用地費 約  -  億円） 
（建設費 約11.4億円） 

 

 

【完成予定年】 

平成22年度（事
業認可予定区
域） 

○当公園は、昭和45年にその前身となる阪南市域
の「南海海浜緑地」と岬町域の「岬海浜緑地」と
して計画決定された。昭和47年からは府港湾局
の淡輪・箱作海岸環境整備事業により、人工の砂
浜や磯浜、海水浴場等が整備され、平成8年度に
完了した。また公園事業としては、平成 5 年 3
月に両緑地の一体的整備を図り、府民に快適なレ
クリエーションと憩いの場を提供するため、後背
地の丘陵部を含み、「せんなん里海公園」として
計画決定変更を行った。さらに平成14年3月に
は、人工磯浜と階段護岸を追加して都市計画区域
の変更を行った。 
 
○当公園は、大阪府広域緑地計画（H11.3）では、
五大水辺空間（河川臨海部）、周辺三山系、中央
環状緑地群で構成される緑のネットワーク化に
おいて、臨海部における緑の核の一つとして位置
づけている。 
 
○急速な高齢社会の進展、障害者の社会参加
意識の高まりなど、社会状況の変化に対応
して「大阪府福祉のまちづくり条例」
（H15.4）が改正された。公園においては、
適合させることが望ましい誘導基準から適
合必要な整備基準へと必要性が強化され
た。 
 
○新・生物多様性国家戦略（H14.3見直し）の決定
や、自然再生推進法（H15.１）、景観・緑三法
（H16.12）などの新しい法律が施行されて、地域
における自然環境の保全・復元や美しい景観、豊
かな緑の形成の促進に係る方針や法の整備が進
められるなど、ますます自然環境の保全や復元の
重要性が高まっている。 
 
○当公園は、現在の事業認可区域の整備を平成 18
年度に概成し、引き続き平成19年度から、最後
の整備区域である人工磯浜とその対岸埋立地の
一部を含めた、今回の事業認可区域（9.5ha）の
整備に着手し、平成22年度までには公園全体の
概成を目指すものである。 
 

 

[地元等の協力体制] 

○せんなん里海公園では、地域の住民を中心に「う

みべの森を育てる会」や「ハーブタペストリー香

の会」など現在10団体約1300人程の方々によっ

て、樹林地の維持管理や花壇管理、小学校の総合

学習のサポート、海岸清掃、自然観察会や環境学

習、またビーチバレー等ビーチスポーツの普及活

動など、さまざまなボランティア活動が行われて

いる。 

○平成15年度からは、地域住民や学識者、地元有

識者、ボランティア活動団体などの参加により、

ワークショップ方式で、「海辺の生き物とのふれ

あい」を目的とした、人工磯浜の整備や管理手法

について検討を進めている。 

【安全・安心】 
・自然環境を保全・創出する
ことで、大気浄化や地球温暖
化の防止、ヒートアイランド
現象の緩和など、都市環境の
改善が図られ、都市生活者に
とって安全・安心につながる。
・施設整備に合せて、施設の
管理運営においてボランティ
アとの協働の仕組みをつくる
ことで、海辺を楽しく理解し、
安全で安心して利用できる。 
【活力】 
・個人の活力 公園を利用し
て周辺住民の散歩やジョギン
グなど個人の体力に応じた運
動が可能であり、病気を予防
することや心身を鍛えること
ができる。 
・地域の活力 多目的広場な
どの施設整備により、様々な
イベントが実施され、地域住
民のコミュニティ活動が活性
化される。 
・さらに多くのボランティア

活動を積極的に支援すること

により、府民や地域住民の自

己実現や社会参加などの活性

化が図られる。 

【快適性】 

・潮風、磯の香り、潮騒など

様々な海辺の自然を五感で感

じ取り､海辺の生き物や海浜

植物などの生き物とふれあう

ことで、精神的にリフレッシ

ュできる。 

・高齢者や障害者などすべて

の人が利用できる施設づくり

に配慮することにより、来園

者が安全で快適に利用でき

る。 

【ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ機能】 

・大阪府において唯一、豊か

な自然環境が保全、復元され

た、広大で貴重な海辺空間で、

マリンスポーツや海辺での生

き物とのふれあい、磯遊びや

バーベキューなど、様々な形

で海辺の自然にふれあえるレ

クリエーションの場となる。 

人工磯浜は、里

海を象徴する

空間となるよ

う、海辺の生

態、特に磯の生

態に着目した

大阪湾岸最大

の海辺の親水

空間として整

備し、府民が海

の自然を理解

し、海に引きつ

けられる魅力

ある空間に創

造することを

目指すもので

ある。そのため

整備時には、自

然環境への影

響をできるか

ぎり低減させ、

海辺の生き物

や海浜植物、野

鳥の生息場等

として、より一

層自然環境を

向上させるよ

う、以下のよう

な考え方で整

備を進める。 

・海辺の生物の

生息に配慮し

た環境づくり 

・海辺の多様な

自然や風景づ

くりを目指し

た整備 

・海辺の自然と

人間の係わり

をテーマとし

て、子どもから

高齢者まで府

民誰もが気軽

にその海辺の

自然の姿や歴

史を理解し、体

感することで

楽しめる親水

空間の整備 

  

上 期 分 
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（２／３） 

代替案との比較検討 
委員会における主な審議内容 評価 

○代替案なし 

 

（上位計画等におけるせんなん里海公園の位置づけ） 

 ・せんなん里海公園は、大阪府公園基本構想において、海浜に立地する特性を活かした海浜型の

レクレーションの中枢拠点とし、海と人とのふれあいの場を提供する、「海に親しむ公園」と位

置づけられ、大阪湾岸部のみどりのネットワークの拠点施設であることを確認した。 

 

（事業の必要性及び優先性について） 

 ・本事業は、せんなん里海公園の未開設区域９．５ｈａについて新たに事業認可を取得して事業

着手を図るものであり、港湾埋立事業による基盤整備が完了している人工磯浜部に潮溜まりや

管理運営施設等を整備することにより、現在開設している区域を含む施設全体としての利便性

や魅力の向上に寄与するものであることを確認した。 

 

（整備手法・内容について） 

・事業予定地は、「人工磯浜」を前提とて基盤整備がされていることから、それを踏まえた整備計

画案となっており、ワークショップ等における府民意見を反映したものとなっていることを確

認した。 

・整備については、現状の人工磯浜の形態を活かし、潮溜まり（タイドプール）などを整備する

とともに、管理運営施設を整備すること確認した。 

 ・今後、ワークショップなどを開催し、「海は危険である」との共通認識に立ち、開設後の行政と

府民の役割分担も踏まえ、施設内容、配置計画などを協働で検討して行く予定であることを確

認した。 

 

（維持管理について） 

・本事業地の整備後の維持管理費については、既開設区域の実績値（３４３円／㎡・年）をもと

に新規事業認可区域を対象に算出していることを確認した。 

・既開設区域の維持管理業務については、民間事業者等が地方公共団体の指定を受けて施設の管

理を行う「指定管理者制度」を平成１８年度から導入する予定である。今後、指定管理者制度

のメリットを最大限活用し、管理運営コストの削減や多面的なサービスの提供を進めていくこ

とを確認した。 

・事業地の維持管理業務については、整備中は府が行い、公園開設の告示後に指定管理者に引継

ぐ予定であることを確認した。 

 

（安全への配慮について） 

 ・本事業は海の自然とふれあうことのできる魅力ある海辺空間の創造を図るものであり、巡視員

の配置、安全講習会の実施及び津波発生時における誘導方策等、必要な安全対策が講じられる

予定であることを確認した。 

 

（府民活動との連携について） 

・既設の園内では現在、「環境ふれあいワークショップ」の実施やボランティア活動、地元幼稚園、

小学校、大学等と連携したイベントの開催など府民との協働事業を実施されている。今後にお

いても、隣接する青少年海洋センターとの連携やインストラクターを活用した自然観察会の開

催、イベント運営、清掃活動など、府民との協働による多様な連携を図る予定であることを確

認した。 

 

（事業効果について） 

・公園事業の費用便益比（Ｂ／Ｃ）については、国土交通省によるマニュアルに基づき、都市計

画決定区域で算出しており、既開設区域を含む公園全体としてみた場合、事業効果は一定得ら

れる見込であることを確認した。 

・なお、本事業区域における直接利用価値の便益を面積ベースで試算したところ、約17.7億円程

度の便益が見込まれることを確認した。 

事業実施 

 

（別表１）
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事前評価審議対象事業一覧表（３事業） 

事業名 
（所在地） 

上位計画・優先度 
事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 完成予定年 

事業を巡る 
社会経済情勢 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への

影響と対策 

（待機宿舎建替） 

大阪府警察金岡待機 

宿舎(単身寮)整備事業

（堺 市） 

Ｂ／Ｃ 
 
 待機宿舎の整備による
費用便益の測定方法が確
立されていない。 

【上位計画】 

○大阪府行財政計画

(案)平成 16 年(2004

年)版 

・民間活力の活用(PFI

事業) 

 警察職員待機宿舎の

計画的集約化と PFI

方式など民間活力の

活用により、効率的

な整備を図る。 

 

【優先度】 

当府の地勢は、大阪

市内、淀川以北の北部

地域、大和川以南の南

部地域及び中河内の東

部地域に分けることが

でき、これは大規模災

害が起こる可能性の高

い、上町断層系の大阪

市内、有馬高槻構造線

の北部地域、中央構造

線の南部地域及び生駒

断層系の東部地域と重

なる。このことから、

各地域に分散して待機

宿舎を整備する必要が

ある。 

金岡待機宿舎（世帯

用宿舎及び単身寮）は、

南部地域における拠点

待機宿舎であり、現在

単身寮用地は更地の状

態であるため、早急に

建替事業を実施する必

要がある。 

【目的】 

待機宿舎は『大規模災
害等が発生した場合の
初動措置を行う体制を
確保することができる
よう、常時職員を集団で
居住させるための施設』
として設置されている
もので、警察職員の集団
居住による常時待機体
制によって、大規模災害
等における被害を最小
限に食い止めるための
所要の初動体制が確保
されるものである。 
 この中で、大阪府南部
地域の拠点である金岡
待機宿舎（世帯用 264
戸・単身寮100室）は狭
隘であり、かつ、老朽化
が著しいことから、平成
8年に撤去し、世帯用宿
舎（340 戸）は平成 11
年に竣工したが、単身寮
については、未整備であ
るため、早急に建替事業
を実施する必要がある。 
  

【内容】 

敷地面積：0.41ha 

室数：220室 

構造：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

造 9F(想定） 

住居面積： 

約24 ㎡/室 

 

 

【事業費】 

総事業費：約43億円 

 

【完成予定年】 
平成21年度 

【既存待機宿舎の状況】 
現在、府下 53 か所
に約3,900戸(室)を確
保しているところで
あるが、その約7割は
昭和 30～40 年代建設
されたものであるた
め、狭隘であることに
加え、老朽化が著し
い。 

 

【今後の整備計画】 
待機宿舎は、『大規模
災害等が発生した場合
の初動措置を行う体制
を確保することができ
るよう、常時職員を集
団で居住させるための
施設』として設置され
ているもので、計画的
集約化と PFI 方式など
民間活力の活用によ
り、約 4,000 戸(室)の
効率的な整備を図る。 
 

【地元等の協力体制】 

地元住民への説明

は、今後、実施方針の

公表や特定事業選定手

続きに合わせて行う。 

【安全・安心】 
・警察職員の集団居住によ
る常時待機体制によっ
て、大規模災害等におけ
る被害を最小限に食い
止めるための所要の初
動体制が確保される。 
・オープンスペースを確保
し、歩行者通行の安全及
び防災性が向上する。 
 
【活力】 
・品質・機能・安全性につ
いて魅力ある施設を整
備することにより、警察
職員の士気を高揚させ
るとともに、優秀な人材
の確保にもつながる。 
 
【快適性】 
・緑化により良好で快適な
住環境の形成を図ると
ともに、地域の景観に考
慮した宿舎を整備する。 
 
【その他】 
・土地の高度利用によって
発生する余剰地は、別途
売却する。 

【動植物の生態

系への影響】 

既成団地内での

建替事業であ

り、新たに土地

の利用転換を伴

わないことか

ら、動植物の生

態系に影響はな

い。 

 

【緑化の推進】 

堺市の宅地開発

に関する指導基

準や、大阪府環

境保全条例に定

める緑被率を上

回るよう植栽を

行う。 

 

【文化財調査】 

事前に試掘を行

い、文化財の保

護を図る。 

 

【リサイクル】 

新築工事につい

ては、再生材の

利用に努めてい

くものとする。 

上 期 分 
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（３／３）  

代替案との 
比較検討 委員会における主な審議内容 評価 

【他地域への移
転】 
南部地域におい
て必要な待機宿舎
の確保を図る建替
事業であり、他の
地域への移転はで
きない。 
また、現敷地は
堺東警察署に近
く、地下鉄御堂筋
線（新金岡駅）、府
道大阪高石線及び
大阪中央環状線等
の交通の便が良い
ことからも、他の
地域への移転は考
えられない。 
 
【他の単身寮の集
約化】 
金岡単身寮の
整備後は、都島単
身寮（68室）ほか
２単身寮を廃止
し、金岡単身寮に
整理・統合する予
定である。 

（事業目的について） 

・待機宿舎は、大規模災害等が発生した場合における初動体制を確保するために警察職員を常時、集団

で居住させるための施設であることを確認した。 

 

（事業の必要性について） 

 ・大阪府南部地域は単身寮の整備が遅れていることから、今後の新規採用職員の増加に対応するために

も優先的に整備する必要性が高いことを確認した。 

 

（整備戸数の考え方について） 

 ・待機宿舎については、大阪府の地理的状況、人口分布、交通事情等を踏まえ、府下を４つの地域に分

け、それぞれの地域で最低数百人規模以上の要員が確保できるよう既存の宿舎の集約を図る予定であ

り、府南部地域においては、現在の１３か所、１１４２戸（室）を、６か所、１３３０戸（室）に集

約・再編していく予定であることを確認した。 

 

（整備手法・内容について） 

・本事業の実施にあたっては、ＰＦＩ手法を採用する予定であり、将来の大規模改修を含め、ライフサ

イクルコストの縮減に配慮した事業計画になっていることを確認した。 

 

（余剰地の活用計画について） 

・本事業において土地の高度利用により生じた余剰地約2，000㎡については、堺市への売却にむけ調整

中であることを確認した。 

 

（旧金岡待機宿舎の撤去について） 

・旧金岡待機宿舎（世帯用宿舎２６４戸・単身寮１００室）は、平成８年に建築後約３０年で撤去され

ていることからその理由について確認したところ、「旧宿舎は狭隘であり、かつ、老朽化が著しく住環

境が悪化していたこと。また、大阪南部地域における拠点となる待機宿舎を整備する必要があったこ

とから撤去した。」との説明を受けた。今後は、既存の府有建築物の建替え、撤去等にあたっては、施

設の長期有効活用の観点からの十分な検討をすることを求める。 

 

（待機宿舎整備事業全般における取組みについて） 

・待機宿舎整備事業については、平成１５年度の「寝屋川待機宿舎整備等事業」の意見具申を受け、府

として緊急時における入居者の対応マニュアルの策定など具体的な対応方針を既にとりまとめてお

り、本事業についてもこの内容に則した取組がなされることを確認した。 

 

 

事業実施 

 

（別表１）


